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平均睡眠時間の国際比較
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調査対象年齢は国によって若干異なるが、15～64歳としている国が多い
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日本人の5人に1人は、睡眠の問題を抱えている
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上記のようなことはなかった

日中、眠気を感じた

睡眠全体の質に満足できなかった

睡眠時間が足りなかった

起きようとする時刻よりも早く目が覚め、それ以上眠れなかった

夜間、睡眠途中に目が覚めて困った

寝付き（布団に入ってから眠るまでに要する時間）に、いつもより時間がかかった

男性

女性

国民健康・栄養調査；2019

睡眠の質の状況

（成人男女5702名が対象）
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睡眠障害の分類（ICSD-3：睡眠障害国際分類）

1. 不眠症

2. 睡眠関連呼吸障害群

• 閉塞性睡眠時無呼吸

3. 中枢性過眠症群

• ナルコレプシー

• 特発性過眠症

4. 概日リズム睡眠・覚醒障害群

• 睡眠覚醒相後退障害

American Academy of Sleep Medicine.International
Classification of Sleep Disorders.3rd ed.Darien,IL:

American Academy of Sleep Medicine,2014

5. 睡眠時随伴症群

• レム睡眠行動障害

• 睡眠時遊行症

6. 睡眠関連運動障害群

• むずむず脚症候群

• 周期性四肢運動障害
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医療費
の増大

昼間の眠気
倦怠感・頭重感
不安・いらいら

交通事故
の誘因

常習欠席
（欠勤）
の増加

産業事故
の誘因

がんの
発症率の増加

うつ病の
誘因・増悪

仕事上の
能率・生産性

の低下

認知症発症
の誘因

肥満の
誘因・増悪

神経発達症の
誘因・増悪

睡眠障害が及ぼす悪影響

心血管
イベントの誘発

高血圧症
糖尿病

脂質異常症

睡眠障害

大川匡子：睡眠医療，1（2）：37-43，2007.より作図 5



母子手帳の改訂（2023年4月）
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健康づくりのための睡眠ガイド2023

推奨事項対象者

• 長い床上時間が健康リスクとなるため、床上時間が８時間以上にならないことを目安に、
必要な睡眠時間を確保する。

• 食生活や運動等の生活習慣や寝室の睡眠環境等を見直して、睡眠休養感を高める。
• 長い昼寝は夜間の良眠を妨げるため、日中は長時間の昼寝は避け、活動的に過ごす。

高齢者

• 適正な睡眠時間には個人差があるが、６時間以上を目安として必要な睡眠時間を確保
する。

• 食生活や運動等の生活習慣、寝室の睡眠環境等を見直して、睡眠休養感を高める。
• 睡眠の不調・睡眠休養感の低下がある場合は、生活習慣等の改善を図ることが重要で

あるが、病気が潜んでいる可能性にも留意する。

成人

• 小学生は9～12時間、中学・高校生は8～10時間を参考に睡眠時間を確保する。
• 朝は大陽の光を浴びて、朝食をしっかり摂り、日中は運動をして、夜ふかしの習慣化を

避ける。
こども

健康づくりのための睡眠ガイド2023，ｐ7，2024．

全体の方向性 個人差を踏まえつつ、日常的に質・量ともに十分な睡眠を確保し、心身の健康を保持する
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2025年度 経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）

がん対策、循環器病対策、腎疾患対策、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、慢性

疼痛等の疾患に応じた対策、難病対策、移植医療対策、アレルギー対策、依

存症対策、難聴対策、栄養対策、受動喫煙対策、ワクチン接種を始めとした

肺炎等の感染症対策、更年期障害や骨粗しょう症など総合的な女性の健康

支援を推進する。運送業での睡眠時無呼吸対策、睡眠障害の医療アクセス

の向上と睡眠研究の推進、睡眠ガイド等の普及啓発、健康経営の普及、睡

眠関連の市場拡大や企業支援に一層取り組む。

（がん、循環器病等の疾患に応じた対策等）
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小児・思春期の不眠・過眠の年代別の割合
（n＝94777：アンケート調査）

過眠不眠
女（％）男（％）女（％）男（％）

31.325.218.619.5中学1年生
38.731.321.621.02年生
41.433.623.523.83年生
53.446.022.121.5高校1年生
52.745.222.921.42年生
52.244.725.124.23年生
46.039.122.421.9平均（％）

Munezawa, Sleep，2011 9



成人の不眠の年代別の割合
（n＝2614：18都市におけるインタビュー調査）

女（％）男（％）

10.39.920-29（歳）

10.311.730-39

9.111.040-49

16.014.550-59

15.912.960-69

23.412.1≧70

14.612.2平均（％）

Itani, Sleep Med，2016 10



不眠症の有病率

1. アテネ不眠尺度（ICD-10の診断基準に基づいて作成され、カットオフ値6点以上）

男性：約25％、女性：約30％

（Utsugi et al 2005,Yoshioka et al 2013,Saijo et al 2015,Hayashi et al 2017,Sasaki et al 2018）

2. 慢性不眠障害（週に3回3ヶ月以上持続）

約10％
（睡眠学の百科事典：日本睡眠学会編，丸善出版 2024）

夜間の不眠症状

＋ 日中の症状 （日中の機能障害：眠気、疲労感等）
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睡眠呼吸障害の有病率

2018年のNagahama study (Matsumoto et al,2018)

パルスオキシメーターを用いて3％酸素飽和度低下指数（ODI）を測定

睡眠時間はアクティウォッチにて測定

女性閉経後(％)
n=1258

女性閉経前(％)
n=1187

男性(％)
n=432

50.723.657.3
軽症
（5回/hr以上，
15回/hr未満）

9.51.523.7中等症以上
（15回/hr以上）
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日本
AHI≧5: 2200万人
AHI≧15: 900万人

米国
AHI≧5: 5400万人
AHI≧15: 2400万人

中国
AHI≧5: 1億7600万人
AHI≧15: 6600万人

ドイツ
AHI≧5: 2600万人
AHI≧15: 1400万人

閉塞性睡眠時無呼吸(OSA)有病患者数上位国

(Benjafield AV, et al. Lancet Respir Med 2019;7:687-98)

30~69歳の
AHI≧5: ３２.７％
AHI≧15: １４.０％

30~69歳の
AHI≧5: ３３.２％
AHI≧15: １４.５％

日本も米国も頻度は同等
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日中の眠気、抑うつなどによりQOLが低下したり、生命予後 に

影響を及ぼし個人的、社会的な損失を引き起こす

①生命予後への影響

（高血圧→心血管イベントの上昇 →累積生存率の低下）

②精神科疾患のリスク増大（気分障害など）

③認知機能障害（眠気・集中力・作業能力の低下）

→産業事故、交通事故など社会的な影響

閉塞性睡眠時無呼吸（OSAS）は何故問題となるのか？
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睡眠障害：スクリーニング

不眠に加え、食欲低下、興味の減退がある

睡眠中の呼吸停止がある or
強度のいびきに加え日中の強い眠気がある

夜間の異常感覚・異常運動など
睡眠に関連した感覚・運動症状がある

十分な睡眠を確保しているにもかかわらず、
日中の過剰な眠気がある

睡眠中に大声、手足を動かす、歩き回るなどの
異常行動がある

昼夜逆転など睡眠・覚醒できる時間帯の異常

上記疾患に合致しない不眠がある

うつ病の疑い
〔抗うつ薬開始 or 精神科・心療内科に紹介〕

睡眠関連呼吸障害の疑い
〔睡眠時無呼吸症候群など〕

睡眠関連運動障害の疑い
〔レストレスレッグズ症候群など〕

中枢性過眠症の疑い
〔ナルコレプシーなど〕

睡眠時随伴症の疑い
〔レム睡眠行動障害など〕

概日リズム睡眠障害の疑い
〔睡眠・覚醒相後退障害など〕

（原発性）不眠症の疑い

睡眠の問題がある

YES

NO

NO

NO

NO

NO

NO

YES

YES

YES

YES

YES

YES

YES

特殊な不眠、身体疾患、精神疾患（うつ病・発達障害など）を見逃さない 田ヶ谷、内村：睡眠医療，2008 15



薬物療法
1）オレキシン受容体拮抗薬
2）非ベンゾジアゼピン系睡眠薬
3）メラトニン受容体作動薬
4）ベンゾジアゼピン系睡眠薬
5）催眠・鎮静系抗うつ薬
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国内で使用可能な主な睡眠薬

用量（mg）半減期（hr）作用時間商品名一般名分類

15/2010－ベルソムラスボレキサント

オレキシン受容体拮抗薬 2.5/5/1050－デエビゴレンボレキサント

25/506～9－クービビックダリドレキサント

81－ロゼレムラメルテオンメラトニン受容体作動薬

5～102

超短時間
作用型

マイスリーゾルピデム

非ベンゾジアゼピン系 7.5～104アモバンゾピクロン

1～35～6ルネスタエスゾピクロン

0.125～0.52～4ハルシオントリアゾラム

ベンゾジアゼピン系

1～36

短時間
作用型

デパスエチゾラム

0.25～0.57レンドルミンブロチゾラム

1～210リスミーリルマザホン

1～210ロラメット・エバミールロルメタゼパム

3～521

中時間
作用型

エリミンニメタゼパム

0.5～224ロヒプノール・サイレースフルニトラゼパム

1～424ユーロジンエスタゾラム

5～1028ネルボン・ベンザリンニトラゼパム

15～3036ドラールクアゼパム

10～3065長時間
作用型

ダルメート・ベノジールフルラゼパム

5～1085ソメリンハロキサゾラム

三島和夫 編：睡眠薬の適正使用・休薬ガイドライン、じほう（２０１４）を一部改変 17



日本睡眠学会の現状

382名歯科4230名
会員数

80名専門歯科医（医師2700名）

40名専門医

805名検査技師621名総合専門医

616名専門検査技師309名指導医

91施設A
専門医療機関

23施設B

6施設登録医療機関
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標榜診療科名についての要望

2025年4月30日
厚生労働省
医政局長 森光敬子 殿

一般社団法人 日本睡眠学会
理事長 内村直尚

日本睡眠学会は、国民・患者の睡眠障害の診療を行う医療機関へのアクセスを

向上させる観点から、医療法で定められる標榜可能な診療科名について、内科、

精神科等の単独で標榜できる診療科名と組み合わせて標榜できる用語の１つとし

て 新たに「睡眠障害」を追加し、「睡眠障害内科」、「睡眠障害精神科」、あるいは

「内科（睡眠障害）」、「精神科（睡眠障害）」等の標榜を可能とすることを要望いたし

ます。

1. 早期の睡眠障害の診断治療を通じて、国民の健康増進や生活の質の向上に

貢献できる。

2. 医療者の診断・治療に関する知識・技術の普及啓発が進む。
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標榜診療科名について（病院・診療所）

施行規則施行令区分

頭部、頸部、気管、気管支、肺、食道、
胃腸、十二指腸、小腸、大腸、肝臓、
胆のう、膵臓、心臓、脳、脂質代謝

頭頸部、胸部、腹部、呼吸器、消化器、
循環器、気管食道、肛門、血管、
心臓血管、腎臓、脳神経、神経、血液、
乳腺、内分泌、代謝

(a)身体や臓器の名称

周産期、新生児、児童、思春期、老年、
高齢者

男性、女性、小児、老人(b)患者の年齢、性別等の特性

漢方、化学療法、人工透析、臓器移植、
骨髄移植、内視鏡、不妊治療、
緩和ケア、ペインクリニツク

整形、形成、美容、心療、薬物療法、
透析、移植、光学医療、生殖医療、
疼痛緩和

(c)診療方法の名称

性感染症、がん感染症、腫瘍、糖尿病、アレルギー疾患(d)患者の症状、疾患の名称

※【組み合わせのルール】
・(a)～(d)の異なる区分の語句はそのままつなげて使用することができる。
・(a)～(d)で同じ区分の語句を使用する場合は、「・」などで区切る必要がある。
※不合理な組み合わせ（③）は不可。

内科、外科、精神科、アレルギー科、リウマチ科、小児科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科（産科、婦人科）、眼科、耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、

放射線科（放射線治療科、放射線診断科）、病理診断科、臨床検査科、救急科

② ①の診療科名と組み合わせで用いることができるもの

① 単独で標榜可能な診療科名
平成20年4月～
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睡眠障害の標榜のために必要な4つの条件

1. 独立した診療分野を形成していること

2018年に公表された国際疾病分類第11版（ICD11）では、睡眠覚醒障害は精神疾患や神経疾患とは独立した疾患として

新しい章（第7章）に分類された。

2. 国民の求めの高い診療分野であること

国民の要望が高く実現すれば、患者の道標となる

3587人のアンケート結果：睡眠障害が標榜されれば80％の人は受診したい

3. 診療科名が分かりやすく国民が適切に受診できること

→ 眠りの悩みについて受診できる窓口を睡眠障害という分かりやすい名称で国民に明示することで、国民が受診しや

すくなる

4. 国民の受診機会が適切に確保できるよう、診療分野に関する知識・技術が医師に普及・定着していること

1202人のアンケート結果：睡眠学会会員が70％、その中の73％が専門医。専門医取得希望が57％。82％が睡眠障害の

標榜が必要。72％が睡眠障害の標榜を希望。

〈精神神経学会，呼吸器学会，循環器学会，神経学会，耳鼻咽喉科頭頚部外科学会，小児科学会の賛同〉
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大学病院における睡眠医療の現状

• 大学病院（75ヶ所）における睡眠障害専門外来の保有率 76％
（精神科、呼吸器内科、循環器内科、神経内科、耳鼻咽喉科、小児科等）

• 睡眠障害の専門医が不足

• 睡眠時無呼吸症候群の診療が主体で、それ以外の睡眠障害への対応が困難

• 人員が不足

睡眠医療特定地域専門医・指導医制度

および 特定地域専門施設 設置（睡眠医療コンソーシアムの構築）

• 睡眠医療連携の促進

• 人材育成
22



睡眠学会の取り組み（1）

1. 2022年12月 医政局長へ「睡眠障害科標榜の要望書」提出、医政局との議論開始

2. 関連6学会から 「睡眠障害科標榜の要望書」についての賛同を得る

3. 「標榜科推進学術交流ワーキンググループ」設立

【耳鼻咽喉科】 原 浩貴 先生（委員長）／【循環器内科】 葛西隆敏 先生／【精神科】 鈴木正泰 先生

【神経内科】 鈴木圭輔 先生／【小児科】 永光信一郎 先生／【呼吸器内科】 小賀 徹 先生

① 睡眠医療に携わる関連学会との学術交流

• 2024年以降の各関連学会において、日本睡眠学会共催シンポジウム企画

• すいみんの日（9/3，3/18）に共催で市民公開講座を開催

② 医師会主催の生涯教育を通して、一般診療科の先生方へ睡眠医療のアプローチを学ぶための

講習会開催やE-learning 提供

• 睡眠時無呼吸症候群（SAS）診療や不眠症診療等の睡眠障害の基本的ストラテジーを学び、睡眠専門医

（総合専門医） および、睡眠専門医療機関との連携を強化する。
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睡眠学会の取り組み（2）

4. 産業保健スタッフへの睡眠知識の普及啓発

• 医師会主催の産業医講習会への講師派遣

• 睡眠健診に関するガイドライン策定

5. 医師と歯科医の連携強化

• 睡眠時無呼吸症候群の診断・治療の啓発．合同学会の開催（2026年）

6. 日本睡眠学会準機関誌「睡眠医療ネクサス」の出版

• 機関誌である国際誌のSleep and Biological Rhythms（SBR)に加え、睡眠学に関する専門誌をOnline版

「睡眠医療ネクサス」の邦文誌として出版する

7. 大学病院に特定地域専門医・指導医・専門施設制度（睡眠医療コンソーシアム）創設

8. 47都道府県に専門医2名以上、82大学病院に専門医の育成
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第32回日本医学会総会に
合同シンポジウム（2027年4月）企画応募

エビデンスに基づく多科連携による日本の睡眠医療の推進

～小児から高齢者まであらゆるライフステージの睡眠課題に挑む～

主旨）

関連6学会（精神神経学会、呼吸器学会、循環器学会、神経学会、

耳鼻咽喉科頭頸部外科学会、小児科学会）が連携し、小児から

高齢者までの睡眠問題に対する横断的な理解と連携促進を目指す
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睡眠障害標榜の必要性

• 本邦における大規模な疫学調査によると、不眠を訴える人は国民の23.5％（kaneita,Sleep

2006）、2019年の国民健康栄養調査では、「睡眠の質に満足できなかった」21.8％、
「日中眠気がある」34.8％と睡眠に関する悩みが多い。

• 睡眠に関連する症状は、睡眠環境や生活習慣などによるものだけではなく、不眠症や

閉塞性睡眠時無呼吸など様々な睡眠障害によって生じる。睡眠障害が疑われた時は、

速やかに医療機関を受診し、適切な医師に相談することが大事。

• 睡眠計測ディバイス等で睡眠の課題を早期発見しても、現状では、どの診療科を

受診すべきか分からない。精神科受診を躊躇し、受診するまでに時間がかかる。

睡眠障害の医療アクセスの向上が不可欠

睡眠障害の標榜に対して、国民の高いニーズがある
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